
はしがき

賃貸借契約は、法学生であれば誰もが知っている法分野である。し

たがって、法律実務家には当然馴染みがあるものだが、だからといっ

て、学部あるいはロースクール時代の知識で実務に対応できるわけで

はない。まず、民法は一般法にすぎないから、特別法である借地借家

法の知識がなければ、実務ではまったく対応できない。また、たとえ

ば更新拒絶に必要な正当事由の具体的内容や立退料の算定の仕方、賃

料増減額請求の具体的対応方法、保証金と敷金の区別の方法といった

ことについて、これまでに蓄積された判例法理を押さえておかなけれ

ばならないし、原状回復義務の内容の判断基準については行政のガイ

ドラインも知っておかなければならない。さらに、賃貸物件の明渡し

を求める場合には、単に訴訟を提起するだけでなく、民事保全手続や

債務名義を取得した後の執行方法についても知ったうえで依頼者に対

して具体的な費用やスケジュール感を説明できるようにしておかなけ

ればならない。

また、令和 2 (2020) 年 4 月 1 日から施行の改正民法（債権法）は新

たに締結される契約に適用されるが、これまでの契約書のどの条項が

影響を受けるのか、施行後に更新される賃貸借契約や連帯保証契約は

どうなるのか、といった点についても整理が必要になってくる。

本書は、改正民法を前提に、司法修習生を含む若手の法律実務家が

新たに事件を受任した際の道標になることを目指して企画、編集、執

筆をしたものである。

実務家にとって最も重要なことは、具体的な事件を受けた際に、何

が問題になっていて、その問題を解決するにはどうすればよいのかを

的確に判断することである。このような力をつけるには多くの事件処

理をすることが必要になるが、実務家としての経験が浅いときでも、

iiiはしがき



他人が経験をしたことを見聞きしてこれを補うことができる。本書は

そのような他の実務家の経験を基礎的な知識とともに書き込むことに

より、まだ経験が十分ではない実務家の方々の糧にしていただくこと

を目的としている。

本書では、読者に具体的なイメージや臨場感をもってもらうために

Caseを設定したうえで、実際に相談を受けた際に何を相談者から聞

き取るべきかをチェックするために C h e c k L i s tを設けた。また、

経験の浅い実務家が相談を受けた場合に陥りやすいミスを「兄弁」

「姉弁」との会話の中で示すようにした。会話パートを読むことで、

相談に対応する際の思考の順序をイメージできるようにもなっている。

解説の部分はできるだけわかりやすい叙述をするように心がけ、理解

を深めるために参考判例もつけた。【Answer】においては Caseに

対する回答を示した。

さらに、本文に入る前に設けられた「建物賃貸借事件対応のための

ブックガイド」も、本書の特徴の 1 つである。今後どのような場合

にどのような本を読んでいけばよいのかを知ることは実務家にとって

必要なことであるが、これを知る方法や機会は実際には限られている。

本書はそのようなガイド役を担うべく、各書籍に簡単なコメントを付

けて紹介している。

本書を上梓するにあたっては、弘文堂の登健太郎氏、中村壮亮氏と

何度も企画会議を行いその内容を詰めていき、その過程で様々な助言

をいただいた。おふたりの協力がなければ本書は世に出ることはなか

ったと思う。心からお礼を申し上げたい。

2019 年 12 月

市川 充

吉川 愛
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5 ▶▶▶定期建物賃貸借

C a s e

X とYは、2014 年 5 月 15 日、XがYに対し、X所有のA

マンションB号室を、使用目的は居住、期間は同年 5月 15 日

から 2019 年 5 月 14 日まで、賃料は月額 15 万円という条件で

賃貸する契約を締結した。上記の契約書には、借地借家法 26

条・28 条の適用がない旨の条項が記載されていた。X は、

2018 年 8 月頃、Yとの賃貸借契約終了までそろそろ 1 年を切

ったと思っていたが、多忙により、Y に対して本契約終了の

通知を出すことを失念していた。

Xは、2019 年 4 月 15 日、期間満了まで残り 1か月となった

ので、Yに電話をして、同年 5月 14 日にB号室から退去する

よう求めたが、Y は、契約終了の通知がなかったことを理由

に「B号室から退去しない」と回答してきた。これに対してX

は何もせず、そのまま契約期間満了日を迎えてしまった。

● ● ●

ノボル：Xさんからの相談ですけど、定期借家契約に基づく立退きはいろいろと

法定の要件が厳しいっていうのに、まったく、Xさんはもっとしっかり

しないといけないですよね。

兄 弁：まあ、それはそうだけど、Xさんとしてはどうすればいいのかな。

ノボル：Xさんは、法定の期間内に、建物賃貸借が終了する旨の通知をしていま

せんから、YにB号室を明け渡してもらうのは難しいと思います。

兄 弁：本当？ そういう場合でも、通知期間経過後に通知をすれば、その通知

の日から 6か月を経過すれば、賃貸借契約の終了を主張できると思うけ

ど？
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ノボル：確かにそうですね･･･。もう一度条文を確認します。

兄 弁：本件だと、通知する前に、賃貸借契約期間が満了してしまっているよね。

このあたりは何か関係するのかな。

ノボル：通知をする前に賃貸借期間が満了してしまっているので、さすがにもう、

これから通知を出すことはできないんじゃないでしょうか。

兄 弁：そうかな。判例は調べてみた？ あと、定期借家契約の特殊性はきちん

と押さえておかないとね。

□契約書上、期間の定めが記載されているか［→ 2( 1)］

□契約書上、更新否定条項が一義的に定められているか［→ 2

(2)］

□書面で契約書が作成されているか［→ 2(3)］

□賃貸借契約書とは別に、本契約が定期借家契約である旨が記

載された文書を事前に交付したか［→ 2(4)❶］

□事前説明文書を交付する際、本契約が定期借家契約であるこ

とを口頭で説明したか［→ 2(4)❷］

□契約終了通知を法定の期間内（期間満了の 1 年前から 6 か

月前までの間）に出しているか［→ 3( 1)］

□契約終了通知は、内容証明で出しているか。配達証明等、契

約終了通知が賃借人へ到達したことを示す資料はあるか

［→ 3( 1)］

□賃料の不払いの状況を示す資料、用法違反などの事実はある

か［→ 5］
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[ 解 説 ]

1 定期借家契約の概要

定期建物賃貸借に関する規定は、平成 3 年の借地借家法改正によ

って導入された「賃貸人の不在期間の建物賃貸借」を改正して、新た

に「定期建物賃貸借」として導入されたものである。

定期借家契約の特徴は、更新がない点、賃料の不減額特約が有効で

ある点である（借地借家法 32 条 1 項ただし書の文言により、通常の建物

賃貸借では賃料の不減額特約は無効と解されている）。しかし、この 2 点

を除けば、民法および借地借家法に定められた通常の建物賃貸借の規

律に従う。

強行法規に違反しなければ、たとえば、期間内解約ができる旨の特

約も有効であるし、賃料増額請求も可能である。

2 定期借家契約の成立要件

( 1 )期間の定めのあること 定期借家契約では、必ず期間の定めがな

ければならない（借地借家 38 ①）。この期間は確定したものでなけれ

ばならず、たとえば、賃借人が死亡するまでというような不確定期限

付きの賃貸借では、「期間を定めた」ことにはならない。

この期間には、長期の制限も短期の制限もない。定期借家契約には、

賃貸借の期間を 1 年未満とした場合期間の定めがない賃貸借とみな

す借地借家法 29 条 1 項の適用はなく（借地借家 38 ①後段）、また、賃

貸借期間の最長を 20 年とする民法 604 条の規定は建物賃貸借に適用

されない（借地借家 29 ②）から、月単位、週単位、日単位でも賃貸す

ることができ、また、30 年、40 年という長期の期間を設定すること

も可能である。

(2 )契約の更新がないことを定めた条項があること ❶一義的な明

示： 契約の更新がないという特約を定めることは、本来賃借人に不

利な特約であり、借地借家法 30 条で無効となるはずであるが、同法
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38 条 1 項前段で 30 条の規定を排除している。

したがって、この更新がないことを定めた条項は、定期借家契約の

中核をなす要件といえるから、契約の更新がないことは、契約書面上、

一義的に明示されていることを要する（東京地判平成 24・3・23 判時

2152 号 52 頁）。

❷再契約条項の危険性： 定期借家契約であることが契約書上明示

されていても、契約更新に関する規定がある場合には、定期借家契約

であることが否定される場合もある（東京地判平成 21・7・28Westlaw

2009WLJPCA07288023）ので注意を要する。また、再契約に関する条

項も、同様に定期借家契約であることを否定する材料になりかねない。

(3 )書面による契約であること 定期借家契約は、書面によって契約

をしなければならない。なお、借地借家法 38 条 1 項前段は、「公正

証書等による等書面によって契約をするときに限り」とあるが、「公

正証書」は例示であり、契約書は公正証書に限らず、私製証書でもよ

い。

なお、書面にしなければならないのは、契約の更新がない旨の特約

部分だけでなく、契約全体を書面で行う必要があるとされている。具

体的に書面化すべき基本的要素としては、①期間の定め、②建物賃貸

借である旨の定め、③賃貸借の当事者、④賃貸借の目的となる建物の

表示、⑤契約の更新がなく、期間の満了により当該建物の賃貸借が終

了する旨の定め、である。

(4 )事前説明 ❶書面による事前説明： 定期借家契約が成立するた

めには、賃貸人は、賃借人に対し、本件建物賃貸借は契約の更新がな

く、期間の満了によって賃貸借契約は終了することを、その旨を記載

した書面を交付して説明しなければならない（借地借家 38 ②）。

記載すべき事項は、①当該建物賃貸借は、借地借家法 38 条 1 項の

規定によりなされる定期建物賃貸借であって、②契約の更新がないと

する特約をすること、③期間満了によって賃貸借契約が終了すること

が定められていること、が必要である。
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この事前説明は、時間的に契約締結に先立って行われていれば、契

約締結と同一の機会に行われてもよい（前掲東京地判平成 24・3・23）。

なお、事前説明のための書面は、定期借家契約書とは別個の書面を

交付する必要がある（最判平成 24・9・13 民集 66 巻 9 号 3263 頁）。

❷口頭による事前説明： 事前説明においては、説明のための書面

の交付のほか、併せて口頭による説明が必要である（東京地判平成

18・1・23 判例秘書 L06130884）。なお、賃借人が面談を断ったため電話

で口頭により説明をしたという場合で、事前説明が肯定された事案が

ある（東京地判平成 23・2・8Westlaw2011WLJPCA02088001）。

❸宅建業者による説明： 多くの賃貸借契約は、宅建業者の仲介に

よって成立するが、当該建物賃貸借は契約の更新がなく、期間の満了

によって賃貸借契約は終了する旨の説明は、宅建業者が宅地建物取引

業法 35 条に規定する重要事項の説明を行う際に、賃貸人の代理人ま

たは使者として行うことでも可能である。

3 定期借家契約の終了要件

( 1 )終了通知 定期借家契約は、期間の満了によって終了する。契約

期間が1年未満である場合は、終了通知を賃借人にする必要はない。

契約期間が 1 年以上のときは、期間満了 1 年前から 6 か月前までの

間に契約終了の通知が必要である。

上記終了通知は、法律上は、書面で行うことは要求されていない。

しかし、訴訟において契約終了通知が賃借人に到達したことを立証す

る必要があることから、内容証明郵便（配達記録付き）で行うべきで

ある。また、賃借人の受領拒否など到達に不安がある場合は、念のた

め、内容証明郵便とは別に、特定記録付きの郵便またはレターパック

ライト（いずれも、配達の際に受取人の郵便箱等に配達し、その配達日時

が記録される）で契約終了通知書を送付することも検討するとよい。

(2 )終了通知をしなかった場合 ❶終了通知を法定の通知期間内（期

間満了 1 年前から 6 か月前までの間）にしなかった場合： 通知期間の
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経過後に終了通知をすれば、通知が到達した日から 6 か月の経過に

よって、賃貸人は、賃借人に、定期借家契約の終了を対抗できるよう

になる（借地借家 38 ④ただし書）。

❷通知未了の間に契約期間を満了してしまった場合： 問題は、通

知期間を経過しただけでなく、契約期間も満了してしまった場合であ

る。この点、契約期間満了後に通知をした場合でも、通知が到達した

日から 6 か月の経過によって、賃貸人は、賃借人に、定期借家契約

の終了を対抗できるようになるとする裁判例がある（参考判例①）。

4 その他の問題点

( 1 )普通借家契約から定期借家契約への切り替え 普通借家契約を締

結していた当事者が、その賃貸借契約を合意により終了させ、引き続

き新たな定期借家契約を締結する場合がある。このような切り替えは、

将来の建物の建て替えに備えて立退きを円滑に行わせるために契約の

切り替えを行うケースや、賃料相場が高騰している場合に、賃料を増

額しない代わりに、定期借家契約に切り替えるケースなどがある。

しかし、居住用の建物の場合、定期借家賃貸借に関する条項の施行

日（平成 12 年 3 月 1 日）の前に締結された普通建物賃貸借については、

定期建物賃貸借への切り替えは現時点で認められていないので注意を

要する（平成 11 年改正法附則 3条、良質な賃貸住宅等の供給の促進に関す

る特別措置法附則 3 条）。店舗等の事業用の建物賃貸借では、普通借家

契約から定期借家契約への切り替えは可能である。

(2 )再契約後の賃貸借契約の性質 定期借家契約も再契約をすること

は可能である。しかし、定期借家契約の中核部分は、契約の更新がな

いことであるから、再契約後の賃貸借契約は、従前の定期借家契約と

法律的な同一性はない。

そこで、保証人、敷金、権利金、保証金などは、必要に応じて、新

規に手続をとる必要がある。賃借人の側からみて、契約の更新と解釈

されないよう、再契約には十分に気を配るべきである。
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5 定期借家契約の要件を欠く場合

定期借家契約の要件を欠く場合、当該契約は普通借家契約となる。

したがって、一般の更新や正当事由に関する規定が適用されることに

なるので、仮に建物の明渡しを求めたい場合は、賃借人の債務不履行

の事実や、解約申入れをする正当理由を基礎づける事実の有無を調査

することになる。

参 考 判 例

①東京地判平成21・3・19判時2054号98頁 終了通知を出さないでいる間に、

賃貸借契約期間が満了してしまった事案で、定期建物賃貸借契約では、法文上、「本

来の通知期間の定めはあるものの、通知期間経過後の通知については、いつまでに行

わなければならないかについての限定はない」こと、期間満了後に「『期間の満了に

より建物の賃貸借が終了する旨の通知』をして契約終了を確認することは十分にあり

得る」こと、法が賃貸人に終了通知を行うことを義務づけた趣旨は、「賃借人に契約

終了に関する注意を喚起するとともに、代替物件を探すためなどに必要な期間を確保

することにあると解される」こと、賃貸人および賃借人の合理的期待・予測という観

点から、結論として、契約期間満了後に通知をした場合でも、通知が到達した日から

6か月の経過によって、賃貸人は、賃借人に、定期借家契約の終了を対抗できる旨判

示した。

【 A n s w e r 】

Xとしては、早急にYに対し、内容証明郵便（配達証明付き）で、定期

借家契約の終了通知を出すべきである。

弁護士としては、将来の建物明渡請求訴訟に備え、終了通知の送付と並

行して、本件契約が定期借家契約の要件をみたしているかどうか（契約書、

事前説明書面の有無と内容の確認、事前説明書面の交付にあたって口頭に

よる説明があったかどうか、また、その説明の内容）を確認する。仮に要

件をみたしていないおそれがある場合は、賃借人の債務不履行による解除

が可能な事案かどうか、事実関係の調査を行う。
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